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都市づくりの現状と課題
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memo

第１章　都市づくりの現状と課題

　本町の地形は平坦な台地部のほとんどを嘉
手納飛行場が占め、町総面積の 94%が標高
100m以下となっています。また北に広がる
最高標高 165mの丘陵部は、嘉手納弾薬庫地
区となっています。このような比較的平坦な
地形のおかげで地すべり等の危険区域はない
ものの、比謝川流域周辺に点在する急傾斜地
崩壊危険箇所や、水釡埋立地周辺の低地部で
想定される液状化被害など潜在的な地形要因
による危険箇所も見受けられます。

　本町は、沖縄本島の中部に位置し、東シナ海
に面する海岸線沿いにあって、県都の那覇市
から北へ約 23㎞の地点に位置しています。北
は比謝川を境に読谷村、南東部は嘉手納飛行
場内で北谷町、沖縄市と境界を接しています。
面積は、15.12㎢で南北に約８㎞、東西におい
ては、北の方で約２㎞、南の端では約５㎞の
南北に細長い逆 L 字型になっています。町域
を流れる比謝川は、沖縄市に源を発し、東シ
ナ海へ注ぐ本島最大の流域面積を有する河川
であり、流水量も豊富で２級河川の指定を受
けています。
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　国勢調査における令和 2年の本町の人口は 13,531 人、世帯数 5,219 世帯となってい
ます。人口は平成 2年以降 14,000 人を下回り、平成 2年から令和 2年の間に 334 人
減少しています。世帯数は増加傾向、世帯人員数は平成 17年以降 3.0 人を下回り、令
和 2年は 2.6 人となっており、核家族化、単身世帯の増加がうかがえます。

　令和 2年の年齢別人口は、0～ 14歳の年少人口が 2,307 人（17.0％）、15～ 64歳
の生産人口が 7,862 人（58.1％）、65歳以上の老齢人口が 3,273 人（24.2％）となっ
ています。
　昭和 60年からの推移をみると、年少人口及び生産人口は減少し、老齢人口は増加し
ています。人口割合からも、少子高齢化が進行していることが分かります。
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　人口集中地区（DID）は、平成 27 年時点で 185ha（用途地域の 89.7％）、
13,126 人（全体の 96.8％）となっています。

ha /ha

45 70 11,475 163.9 - -

50 140 12,645 90.3 67.6 -

55 140 12,412 88.7 67.6 -

60 160 13,324 83.3 77.3 -

 2 190 13,417 70.6 91.8 -

 7 190 13,213 69.5 91.8 96.6

12 195 13,204 67.7 94.2 97.2

17 187 13,040 69.7 90.4 96.2

22 185 13,279 71.8 89.7 96.5

27 185 13,126 71 89.7 96.8
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　令和 2年の周辺市町村（中部広域都市計画区域）で人口を比較すると、沖縄市、うるま市、
読谷村、北谷町、嘉手納町の順で、嘉手納町が最も少ない状況です。
　昭和 60年を起点に人口の伸び率をみると、令和 2年までに最も人口の伸び率が大き
いのは北谷町で、次いで読谷村、沖縄市、うるま市となり、嘉手納町を除く 4市町村では、
人口増加で推移しています。

　令和２年度国勢調査において、嘉手納町の
昼夜間人口比率は 1.09 となっており、沖縄
本島市町村では３番目に高い値となっていま
す。また、中部広域都市計画区域では 1番高
い値となっています。
　昼夜間人口比率で 1.00 以上となる地域は、
夜間人口（市町村人口）より、昼間人口（就業・
就学人口）が高く、就労や就学に特徴がある
地域と言えます。
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　令和 2年の産業別就業者数は、第 3次産業が最も多く 3,752 人（73.0％）となり、
第 2次産業が 795人（15.5％）、第 1次産業は 48人（0.9％）となっています。
　個別で見ると、医療・福祉 683 人（13.3％）が最も多く、次いで卸売業・小売業の
679人（13.2％）、建設業 614人（11.9％）となっています。
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　本町の町域面積 1,512ha の内、202.4ha（7.5％）が都市計画で定める用途地域となっ
ています。
　住居系の用途地域は、「第一種住居地域」が 38.9％と最も多く、次いで「第一種中高
層住居専用地域」が28.5％となっています。また、低層住居専用地域がないのが特徴です。
　商業系・工業系では、「近隣商業地域」6.9％、「商業地域」5.8％、「準工業地域」2.2％、
「工業地域」1.4％となっています。
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　本町の土地利用現況は、嘉手納町町域の 82％が米軍基地となっています。
　米軍基地以外の土地利用現況では、「住宅用地」が 34％と最も多く、次いで「道路用地」
が 22％、「自然地等」が 12％となっています。

＊「自然地等」には、田、畑、山林、水面、原野、荒野、牧場、その他（海浜等）を含む
＊「その他」には、公共施設用地、その他空地などを含む

18%

82%

12%

34%

6%2%

10%

10%

22%

4%



15

memo

　嘉手納町に立地する建物は約 6,000 棟となっており、用途地域内に約 4,800 棟、用
途地域外に約 1,200 棟となっています。用途地域内の建物でみると、住宅（77％）が最
も多く、次いで、共同住宅（6％）、商業施設（5％）となっています。
　建物の構造では、主に「鉄筋コンクリート造」が大部分を占め、次いで「コンクリー
トブロック造」となっています。
　建築年を見ると、全体の 3割が昭和 56年以前に建設されており、新耐震基準（昭和
56年 6月改定）を満たしていない可能性が高い建物が多く存在します。特に「住宅」で
は、鉄筋コンクリート造（約 1,800 棟）のうち、約 50％が昭和 56年以前の建設となっ
ています。
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　本町の骨格となる交通軸は、広域的な幹線軸として南北軸の国道 58号、東西軸の主
要地方道沖縄嘉手納線があり、それを補完する久得牧原線、水釡大木線が北側に面する
読谷村と連結しています。
　広域的な幹線道路の 12時間平均交通量を見ると、国道 58号の嘉手納ロータリー以南
で 30,000 台以上の交通量を観測しています。国道 58号及び主要地方道沖縄嘉手納線
の混雑度はいずれも 1.0 を下回っています。一方、朝夕のピーク時には広域幹線道路を
迂回する交通により地区内道路で交通渋滞が発生しているという意見があります。
　地域内道路は幅員 4ｍ未満の道路が点在しており、歩行者や緊急車両の通行、防災面
で安全性確保が懸念されます。
　公共交通は、主に路線バスで、南北交通 5路線、東西交通 1路線運航しています。
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　本町の都市公園・緑地等は、街区公園４か所、近隣公園、地区公園、総合公園、運動公園、
緑地、広場がそれぞれ１か所整備されています。
　都市計画決定面積は全体で 31.73ha となっており、嘉手納町民一人当たりの都市公園
面積は、23.5㎡ / 人（令和２年国勢調査人口）で、沖縄県が示す確保目標 20㎡ /人（沖
縄県広域緑地計画）を上回っています。
　しかし、西区や南区等、公園利用者の範囲を示す誘致距離に公園がなく、公園配置に
偏りがみられます。
　都市公園以外の公園は、2か所（あしびなー、ちびっこ広場）整備されています。
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　本町は、西浜区一帯及び比謝川周辺が津波浸水想定区域となっています。
　崖崩れを起こす危険がある区域として、比謝川沿いの崖地が土砂災害警戒区域及び土
砂災害特別警戒区域に指定されています。
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　令和３年度に実施した空き家・空き地調査の結果では、空き家等（空き家・空き店舗）
130件（前回調査から41件増加）、空き地350件（前回調査から18件増加）となりました。
　行政区別にみると、空き家等は東区、中央区、西区が比較的多く、空き地は東区、中
央区に多い結果となっています。
　空き家・空き地のうち未接道の物件が、空き家 23％、空き地 10％となっており、建
物の建て替え等が難しい物件が存在しています。

※前回調査：平成 27年度空き家空き地調査

25 28 12 14 31 20

+9 3 +3 +5 +20 +7

24 25 9 9 27 14

+8 6 +2 - +17 +5

1 3 3 5 4 6

+1 +3 +1 +5 +3 +2

135 79 39 29 33 35

2 +12 +1 +7 1 +1

160 107 51 43 64 55 480

+7 +9 +4 +12 +19 +8 +59

B. 350

A. 130

a. 108

b. 23
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　本町には古くから人々が住み着いていたと考えられ、
多くの遺跡が比謝川河口から海岸線に沿って存在しま
す。野国川河口の野国貝塚群は約 7千年前から連綿と
続く生活の跡で、この付近が豊かな自然環境を持って
いたことを物語っています。
　当時の人々は、漁ろう・狩猟・採取により生活の糧
を得ていたと思われます。社会の発展により、やがて
内陸部に集落をつくり、現在の本町のもととなる集落
を形成しました。
　13世紀頃には屋良グスクが築かれ、そこを中心に集
落が栄えたと考えられます。また、1400年代に活躍し
た、勝連城主・阿麻和利は本町屋良の出身であるとい
われ、1605年に中国から甘藷を持ち帰ったとされる野
國總管は本町野国の出身で、優れた英雄、偉人を輩出
しました。

　現在の嘉手納町は、王朝時代から北谷間切に属する村々でしたが、明治時代に入り、
1908（明治 41）年「沖縄県及び島嶼町村制」により北谷間切は北谷村へ、嘉手納の村々
は、北谷村の字となりました。
　戦前の嘉手納は、沖縄本島のほぼ中間という立地条件に恵まれていただけでなく、沖
縄八景に数えられた水量豊富で風光明媚な比謝川には、県下各地から家畜を積んだ汽帆
船が比謝橋付近まで出入し、中頭郡における家畜の一大集散地としても栄え、人と自然
と産業の調和のとれたまちとして発展を遂げてきました。さらに県営鉄道の終点に位置
し県立第二中学校、県立農林学校をはじめ、官立青年師範学校、嘉手納警察署、沖縄製
糖嘉手納工場等が所在し、中頭郡における経済、文化、教育の中心としての役割を果た
していました。



21

memo

　第２次世界大戦時、本町は米軍の沖縄本島最初の上陸地点となり、その集中砲火は
熾烈を極めました。その砲撃により住家をはじめ、一木一草に至るまで焼き尽くされ、
1945（昭和 20）年 8月 15日の終戦を迎えるに至りました。
　1948（昭和 23）年頃から米軍の飛行場管理が強化され、北谷村域は、現在の北谷町
と嘉手納町に完全に二分されました。このため日常生活をはじめ村行政運営にも著しく
支障をきたし、1948（昭和 23）年 12月 4日人口約 3,800 人をもって北谷村より分村、
「嘉手納村」としての第一歩を踏み出しました。
　戦後からこれまで、嘉手納飛行場があることによる爆音、飛行機墜落事故、燃料流出、
井戸汚染等枚挙にいとまがない程の基地被害を受け、「基地の町」として、嘉手納は沖縄
の縮図だといわれてきました。
　一方、戦後の混乱期は、産業皆無の状況であり、必然的に基地依存の生活に頼らざる
を得ず、そこに就業と稼業の場を求めて人口と各種事業所が急増し、村の様相も次第に
都市的形態を備えるようになりました。
　こうした都市的形態に応じた新しい時代の新しい「まちづくり」をめざし一層の発展
向上を図るため、1976（昭和 51）年 1月 1日を期し、これまでの「嘉手納村」から「嘉
手納町」へ移行しました。さらに、1983（昭和 58）年には、現在の庁舎が完成、2008（平
成 20）年には、嘉手納ロータリー周辺におけるタウンセンター開発事業をはじめ、新た
な「まちづくり」に向け、様々なプロジェクトが進められています。
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　土地区画整理事業は市街地の広い範囲の都市
基盤施設と宅地を一体的・総合的に整理する手
法です。屋良地区においては、先行的な密集市
街地の改善、良好な住環境づくりを目的として
います。

　中央区と東区の一部に跨る通称 “2 番地地区 ”
は、狭隘道路や未接道の物件が多数存在し、安
全・安心な生活環境の形成に支障をきたしてお
り、重点的な改善が必要な「地震時に著しく危
険な密集市街地」とされています。
　本事業では、既存道路の拡幅整備や新規整備、
公園・緑地整備により、地区の防災性・住環境
の向上を図ることを目的としています。

　嘉手納飛行場に隣接し、また県内の大動脈で
ある国道58号と主要地方道沖縄嘉手納線がロー
タリー状で繋がる交通結節点となるべく都市機
能の更新及び居住環境の改善、商業環境の整備
を公共施設整備と一体となって推進することを
目的としています。
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　道の駅かでなは、本町東部における玄関口と
して広域観光拠点化を図り、地域の特産物の開
発・販売を促し地場産業の活性化につなげるた
め、平成 15 年 4月に開業しました。さらなる
観光推進及び情報発信に向けて、平成 26 年度
に「道の駅かでな機能拡充基本計画」を策定し、
機能拡充整備が実施され、令和４年４月にリ
ニューアルオープンしました。

　老朽化した野球場の建替え、町民並びに施設
利用者から親しまれ、子ども達や一般、プロの
選手が安全にプレーできる野球場へリニューア
ルすることを目的としています。

　老朽化した体育館の建替えを行い、日常的な
スポーツ等の町民利用の促進、各種大会、イベ
ントの開催に対応した体育館へ整備することを
目的としています。

　近年の公園利用者の生活環境の変化、余暇活
動における需要の変化等を踏まえ、今後の町民、
来訪者及び観光客等のニーズに対応できる総合
的な再整備を図ることを目指しています。

　屋良城跡公園が有する良好な自然や歴史空間
を活かし、誰もが楽しめる安心・安全な公園へ
リニューアルすることを目的としています。
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　社会インフラの老朽化や公共交通の存続危機等に対応するため、都市に配置される諸
機能の強化と集約化によりコンパクトな拠点を形成し、それらを道路等のネットワーク
でつなぐ「コンパクト・プラス・ネットワーク」が国土形成の基軸になりつつあります。
　嘉手納町は土地利用可能な町域が非常にコンパクトであるため、町全体を拠点として
考えつつ、他自治体との多核連携を図りながら、利便性の高い都市形成を図る必要があ
ります。

　激甚化・頻発化する地震や自然災害等に対応し
た災害に強いまちづくりが急務です。
　建築物の耐震化・耐火化をはじめ、一定の広が
りを持つ地域全体の不燃化等をはじめ、自主防災
組織の育成などソフト対策を並行し、災害に強い
まちづくりに取組んでいく必要があります。

　老朽化する社会インフラの更新や都市経営に係
る負担軽減、施設機能・サービスの向上等を目的
に、公共施設や都市施設の整備・維持管理・運営
における民間活力の導入が進んでいます。
　本町においても、住民サービス向上や財政への
負荷軽減の観点から、公共施設等の整備や管理面
における PPP/PFI などの手法を検討していく必
要があります。
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　近年、ICT技術の進展が急速に進んでおり、自動運転技術やAIの活用、リアルタイムデー
タの取得やそれに基づく都市分析、行政手続きのデジタル化（ICT化）、データ駆動型の
防災・医療・福祉施策等の推進など、最新技術を活用してまちの課題を解決する取り組
みが、各自治体で競い合うように実施されています。
　本町においても、こうした動向を注視するとともに、まちの課題解決に向けた最新技
術の導入検討や、スマートシティ構築に向けたインフラ実装等を検討していく必要があ
ります。

　モータリゼーションの進展により路線バ
スなどの公共交通の利用者は減少傾向で推
移し、収入減少や運転手不足等による運行
路線の減便・廃止、それに起因するサービ
ス低下など、公共交通を取り巻く環境は負
のスパイラルが続いています。
　一方、高齢化の進展や高齢者による重大
な交通事故の発生等を背景に、高齢者の運
転免許返納が今後も進むと想定されます。また、子どもや障がい者等クルマを運転でき
ない人の快適な移動手段確保は社会課題となっています。
　この間、国においては地域の望ましい公共交通の在り方と方針を示す「地域公共交通
計画」の策定を努力義務にするとともに、道路空間の再配分等により「居心地が良く歩
きたくなる」ウォーカブルなまちなかづくりを推進するなど、クルマ中心から人中心の
道路への転換を進めています。
　こうした動向に留意しつつ本町においても、子どもから高齢者まで快適に移動できる
クルマに頼らない交通手段の確保や都市の快適性を高めるウォーカブルなまちづくりを
進めていく必要があります。
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　本町は米軍施設の存在により都市づくりの制約を受
け、限られた市街地の中で、高密度な居住空間・密集市
街地が形成されてきました。
　高密度な住空間・密集市街地には未接道の土地や狭隘
道路が点在し、建物の更新ができないことによる定住人
口の低下や空き家・空き地の発生、緊急時の消防・避難
活動への支障など、居住環境の低下が懸念されます。
　特に、中央区・東区にまたがる通称 2番地地区と呼
ばれる密集市街地は、耐震基準を満たさない建物も多く
存在し、地震等の際に大規模火災が発生する恐れがあり、
避難も困難とする「地震時等に著しく危険な密集市街地」
とされています。
　これら密集市街地の早期改善を図り、良好な街区形成
によるまちの活力の維持・向上を図る必要があります。

　市街地再開発事業により整備された新町・ロータリー地区及び周辺は、嘉手納町役場
や沖縄防衛局等の行政機能をはじめ、銀行や郵便局などの金融機能、保育園や学習塾な
どの教育機能、飲食店や小売店舗などの商業機能、その他多様な都市機能がコンパクト
に集約された本町の中心拠点となっています。一方、東西の玄関口にはスポーツ・レク
リエーションや賑わいの拠点がそれぞれ立地し、公園との機能連携等によりさらなる賑
わい・交流機能の充実及び魅力向上が期待されています。
　今後とも、本町の中心市街地として、行政・商業などの都市機能、複合的な店舗・事
務所併用多層型集合住宅を充実させるとともに、地域サービスや身近な買い物・交流が
生まれる地域拠点づくりを進めつつ、地域間・都市間移動の円滑化、公共交通の充実を
図り、暮らしやすく質の高い都市環境づくりを進める必要があります。
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memo

　激甚化・頻発化する自然災害による被害を最小限にとどめ、安全・安心にいつまでも
住み続けられるまちづくりが求められており、毎年襲来する台風への備え、西海岸や比
謝川沿線等の風水害対策への関心が高くなっています。都市防災機能を向上させるため
の施設整備や地域防災力の向上など、ハード・ソフト両面からまちの防災機能を高め、
安全・安心に住み続けられる都市づくりを図る必要があります。

　近年、ICT 技術が目覚ましく発展し、脱炭素・循環型社会の形成など社会課題から人
の移動、ごみ処理などの身近な分野まで、都市の抱える様々な課題を解決するための手
段として期待されています。
　都市施設の整備・更新に当たっては、新技術の活用・データ連携に向けた都市空間へ
の高速通信網の実装など、新技術が最大限効果を発揮できるようなインフラ整備を推進
する必要があります。

　環境・社会・経済の側面からバランスよく施策を推進し、持続可能な社会の形成を図っ
ていく必要があり、嘉手納町においてもこれらを意識した都市づくりを進めることが求
められます。
　本町に残された貴重な水・みどり等の自然資源の保全やアセットマネジメントを意識
した公共施設の維持管理・再配置をはじめ、施設リニューアル等における住民意見の反
映やまちづくり活動への地域住民・企業、各種団体等の積極的な参画など、多様な分野
において官民協働による持続可能な都市形成を推進していく必要があります。
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